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豊中市納付推進センター業務委託仕様書 

 

 

１ 委託業務の名称 

豊中市納付推進センター業務 

 

２ 目的 

市の債権に係る滞納者に対する初期督励及び債権管理の補助業務を民間事業者に委託

することにより、民間事業者の有する知識や経験を活用し、未収債権の早期解消及び滞納

の長期化防止を図ろうとするものである。 

 

３ 総則 

①本仕様書（仕様書別紙を含む。以下同じ。）は、豊中市（以下「発注者」という。）の本

業務委託に係る業務内容及びその他必要な事項を明示したものであり、実施にあたって

は当然に遂行しなければならないことはもとより、記載のない事項についても常に発注

者と密接な連携を保ち、契約金額の範囲内で目的達成のため本委託業務を遂行しなけれ

ばならない。 

②本委託業務は、公権力行使に当たらない範囲をいい、公権力行使に当たる範囲について

は発注者を補助する業務に限るものである。受注事業者（以下「受注者」という。）は、

公権力行使に当たる範囲と発注者を補助する業務を熟知し、本委託業務を履行しなけれ

ばならない。 

 

４ 履行期間 

契約締結日から令和９年９月３０日まで。ただし、契約締結日から令和６年９月３０日

までは業務準備期間とし、令和６年１０月１日から令和９年９月３０日までを業務運営

期間とする。 

 

５ 履行場所（執務室） 

豊中市中桜塚３丁目１番１号 豊中市役所第一庁舎４階 豊中市納付推進センター 

※執務室については、契約期間中に変更となる場合がある。その際の変更作業について

は、発注者及び受注者で協議のうえ、協力して行うものとする。 

 

６ 業務実施計画の策定 

①受注者は、業務運営開始２週間前までに、業務実施方法（手順書等）、情報セキュリテ

ィ体制、使用機器等を詳細に記載した業務実施計画書を発注者に提出し、承認を得るもの

とする。 
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②受注者は、業務実施計画書を変更しようとするときは、あらかじめ発注者の承認を得る

ものとする。 

③受注者は、業務運営開始２週間前までに、本委託業務に従事する者（以下「従事者」と

いう。）の氏名その他必要な事項を発注者に書面により通知するものとする。 

④受注者は、従事者を変更しようとするときは、変更しようとする２週間前までに発注者

に書面により通知するものとする。 

 

７ 業務内容 

（１）対象債権等 

①市税業務 

対象債権は、以下の（ア）から（ク）まで（以下「市税」という。）とする。 

（ア）個人市民税（府民税、森林環境税を含む。） 

（イ）法人市民税 

（ウ）固定資産税（土地、家屋、償却資産） 

（エ）都市計画税（ただし、固定資産税と同時徴収している。） 

（オ）軽自動車税 

（カ）事業所税 

（キ）たばこ税 

（ク）上記各項目にかかる延滞金等 

②国保等業務 

対象債権等は、以下の（ア）から（キ）まで（以下「国保等」という。）とする。 

（ア）国民健康保険料 

（イ）介護保険料 

（ウ）後期高齢者医療保険料 

（エ）療養給付費返還金 

（オ）上記各項目にかかる延滞金等 

（カ）社会保険得喪 

（キ）第三者行為による傷病届 

③私債権等業務 

対象債権は、以下の（ア）から（ク）まで（以下「私債権等」という。）とする。 

（ア）生活援護資金貸付金 

（イ）利用者負担額（保育料）、延長保育料、主食費、副食費、デリバリー費 

（ウ）母子父子寡婦福祉資金貸付金 

（エ）豊中市奨学金 

（オ）学校保護者負担費 

（カ）小学校給食費、中学校給食費 
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（キ）放課後こどもクラブ会費、放課後こどもクラブ補食実費負担金 

（ク）上記各項目にかかる延滞金、遅延損害金等 

（２）主な業務 

主な業務は次に掲げる業務とし、業務概要は仕様書別紙１「想定業務」、別紙２「想

定業務詳細」及び別紙３「想定業務量」のとおりであり、業務を実施するにあたっては、

発注者（対象債権等の各所管課）と受注者とで具体的な業務内容、業務手順及び処理期

限等について適宜調整するものとする。なお、業務内容等が法令改正、制度改正又は業

務システム等の導入により変更となる場合には、その都度、発注者と受注者とで協議調

整することとする。 

Ⅰ 電話勧奨業務 

①電話による自主納付の呼びかけ（以下「納付勧奨」という。）業務 

②ＳＭＳによる納付勧奨業務 

③対象者リストの整理作成業務 

④対象者からの問い合わせに係る電話応対等業務 

⑤対象者からの要請等に係る納付書等の出力、発送準備業務 

⑥口座振替勧奨業務（電話、郵便） 

⑦トークスクリプト等の作成業務 

⑧苦情等を受けた場合の対応及び発注者への報告業務 

Ⅱ 財産調査・他市照会等業務 

①預貯金照会（本店・支店照会）業務 

②生命保険照会業務 

③他市町村あて実情調査業務 

④給与・年金照会業務 

⑤公共機関（ガス・電気・水道事業者等）照会業務 

⑥不動産登記事項証明書・商業登記事項証明書の請求業務 

⑦その他調査一般業務 

⑧預貯金照会電子化サービス上のデータの授受業務 

⑨各種調査結果のシステム入力業務 

⑩各種調査結果の整理及び発注者への返却業務 

Ⅲ その他補助業務 

①滞納整理システムデータの追加・修正等連絡業務 

②催告書、納付書等の出力、発送準備業務 

③金融機関からの収納可否問い合わせに係る電話応対業務 

④社会保険得喪未手続者への手続勧奨業務（電話、郵便） 

⑤第三者行為による傷病届の届出勧奨業務（電話、郵便） 

⑥発注者の職員に対する電話勧奨業務研修の実施業務（年１回以上） 
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（３）業務報告・会議等 

①業務スケジュール（年間、月間、週間）の作成 

②日報、月報、年報等（以下「日報等」という。）の作成 

③月次定例会の開催 

・市税業務、国保等業務、私債権等業務別に月１回 

・会議資料及び議事録の作成 

④年次報告会の開催 

・年１回 

・会議資料及び議事録の作成 

⑤発注者が求める随時打ち合わせへの出席 

・会議資料及び議事録の作成 

なお、①～⑤により作成した書類は、発注者に書面及び電子データにより提出すること。 

（４）施設管理業務 

①執務室の開錠、施錠業務 

②発注者が受注者に貸与する物品の管理業務 

③発注者が受注者に貸与する物品の障害発生時の連絡対応業務 

（５）その他 

上記に定める委託業務を円滑に遂行するため、受注者は、受注者の責任において、以

下の事項を実施するものとする。 

①業務運用マニュアル等を作成し、発注者の承認を受けるとともに、発注者に提出する

こと。なお、これらを改訂するときも同様とする。 

②従事者に対し、業務研修（対象債権等に係る知識を習得するための研修をいう。シス

テム研修を含む。）、個人情報保護研修、情報セキュリティ研修、人権研修などを毎年度

それぞれ１回以上実施し、その実施状況を書面により報告すること。なお、新規従事者

に対しては、業務従事前に個人情報保護研修、情報セキュリティ研修及び人権研修を実

施すること。 

③従事者に対し、関係法令等を遵守した労務管理をおこなうこと。 

 

８ 設備 

（１）発注者は、以下の設備を用意する。 

①滞納整理システム端末(Word、Excel 搭載) 

税総合システム、私債権等滞納整理システム、放課後こどもクラ

ブシステム用端末 
１０台 

保険料滞納整理システム用端末 ５台 

②電話設備 

市税業務、私債権等業務用発信・受信可能電話 ６台 
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市税業務、私債権等業務用内線電話 １台 

国保等業務用発信・受信可能電話 ５台 

国保等業務用内線電話 １台 

・架電用回線数・・・８回線 

③プリンタ 

税総合システム、私債権等滞納整理システム、放課後こどもクラ

ブシステム用プリンタ 
１台 

保険料滞納整理システム用プリンタ １台 

④納付書、封筒、コピー用紙、プリンタ用トナー、その他本委託業務に必要な消耗品（受

注者が用意するものを除く。） 

⑤端末収納ボックス 

⑥個人情報記載帳票収納ロッカー 

（２）受注者は、以下の設備を用意する。 

①事務机及び事務椅子 

②ヘッドセット（発注者が準備する電話機に接続できるもの） 

③ロッカー（更衣室はない。） 

④筆記具、マーカー、メモ用紙などの事務用品 

⑤従事者が生活必需品を執務室に持ち込むための透明袋 

⑥複合機（コピー機）等 

・大量に印刷する場合などは、必要に応じて発注者のコピー機を利用可能とする。 

⑦連絡用携帯電話機（スマートフォン可）、パソコン、タブレット端末等の通信機器 

・受注者が用意する通信機器に係る通信回線は、受注者自身で用意すること。 

・個人情報等を取り扱わないこと。 

・通信機器を持ち込む場合又は外部へ持ち出す場合は、事前に発注者に書面で通知し、

承諾を得ること。 

（３）電話料金、郵便料、光熱水費は、発注者が負担する。 

 

９ 業務体制 

（１）人員 

①受注者は、市税、国保等及び私債権等に係る納付勧奨コールセンター業務のノウハウ

を習得した従事者を確保し、本委託業務を円滑に遂行できる人員体制を整えなければ

ならない。なお、従事者は、Windows のＯＳでマイクロソフト社の Word、Excel が使用

でき、かつ、滞納整理システム端末等が操作できるＩＴスキルを有するものに限る。 

②受注者は、執務室に常駐させる管理責任者１名と、管理責任者が不在の場合に管理責

任者を代理する副管理責任者を選任しなければならない。なお、副管理責任者は、業務

従事者を兼務することができる。 
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③当該管理責任者は、管理責任者としての経験を１年以上有し、発注者との調整窓口と

して本委託業務に関するすべての対応を行い、業務従事者に対する労働安全衛生法そ

の他の関係法令の定めに従い指揮命令権を有し労務管理を行うことができなければな

らない。 

④受注者は、災害等発生時においても業務体制の継続に努めることとし、従事者のうち

に市内居住者を配置するなどして、少なくとも受電業務を継続できるだけの人員を確

保しなければならない。 

（２）従事者の役割 

①管理責任者 

(ア)本業務における業務従事者の運用 

(イ)本業務における個人情報保護、情報セキュリティの管理 

(ウ)業務従事者の指導及び指揮監督 

(エ)業務従事者の架電状況把握及び業務従事者で対応不能なクレーム対応 

(オ)業務の計画、実施及び評価の各段階における総合的なコンサルティング 

(カ)必要に応じて、業務従事者の業務の実施 

(キ)事故への対応及び適切な処理、事故（クレーム含む。）の発注者への報告 

(ク)発注者が指定する担当者との協議、打ち合わせ 

(ケ)その他本委託業務の履行全般における管理 

②業務従事者 

(ア)電話による納付勧奨及び受電対応 

(イ)納付書の再発行及び送付 

(ウ)納付勧奨後の履行状況の管理 

(エ)口座振替の勧奨 

(オ)財産調査・他市照会等、その他補助業務等に係る書類作成等業務 

(カ)納付勧奨に伴う簡易な制度説明業務 

(キ)業務経過記録等の入力 

(ク)その他本委託業務の履行全般 

（３）従事者の責務 

①業務従事中は、節度ある服装を着用し、会社名・受託業務名・氏名を記載した名札を

着用すること。 

②業務に従事するにあたっては、常に規律正しく、好感の持てる言動で市民と接するよ

うに心がけること。 

③業務を行ううえで必要となるもの以外は執務室へ持ち込まないこと。 

（４）業務実施日 

①月曜日から金曜日 

業務実施日は、月曜日から金曜日までの週５日とし、そのうち２日を夜間実施日と
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する。夜間実施日については、発注者及び受注者で協議のうえ、決定するものとする。 

なお、休日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）及び豊中市の

休日を定める条例（平成２年豊中市条例第１１号）第１条第１項第３号に規定する休

日）は、業務実施日としない。ただし、休日勤務が必要であると発注者が認める場合

を除く。 

②土曜日又は日曜日 

毎月１回、土曜日又は日曜日を休日実施日とする。休日実施日については、発注者

及び受注者で協議のうえ、決定するものとする。 

なお、豊中市の休日を定める条例第１条第１項第３号に規定する休日は、休日実施

日としない。 

（５）業務実施時間 

①下記②以外の日は、午前９時から午後５時までとする。 

②夜間実施日は、午前９時から午後８時までとする。 

なお、午前９時までに業務準備を完了し、業務実施時間内に受け付けた案件について

は、処理完了まで実施すること。 

（６）災害等発生時の業務実施 

災害等の発生により正常な業務運営ができない場合の業務実施については、事前に

予測されるときはあらかじめ、予測できなかったときは遅滞なく、受注者は発注者にそ

の状況を報告し、発注者及び受注者で協議のうえ決定するものとする。 

受注者は、協議内容及びその実施状況を書面により発注者に報告しなければならな

い。 

 

１０ 個人情報等の保護 

本委託業務において取り扱う情報は、市民の重要な個人情報その他の情報（以下「個人

情報等」という。）であり、その保護には十分注意を払う必要がある。受注者は、個人情

報等の厳格な管理及び適切な運用のため、以下の対応を実施し、必要とされる万全の体制

を整備しなければならない。 

①受注者は、本契約書及び本仕様書のほか、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５７号）、豊中市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年豊中市条例第４４

号）、豊中市情報セキュリティ対策基準（平成１５年８月１日制定）その他関係法令等を

遵守すること。 

②ＩＳＭＳ認証、ＩＳＯ２７００１認証又はＪＩＳＱ２７００１認証のいずれかを契約

期間中保持すること。 

③プライバシーマーク認定又はＪＩＳＱ１５００１認証のいずれかを契約期間中保持す

ること。 

④個人情報保護について受注者の方針及び事故発生時対応手順を書面で発注者に提出す
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ること。 

⑤受注者は、個人情報保護違反に対する懲戒処分を実施する体制を整えること。 

⑥受注者は、本契約に関わる従事者全員の個人情報保護に関する誓約書及び同意書を取

得し、その写しを発注者に提出すること。 

⑦発注者が情報漏えいにつながると判断した禁止物については、受注者の責任において

従事者が持ち込み又は使用しないよう徹底すること。 

⑧受注者は、発注者の承諾を得ることなく、発注者が保有する個人情報等を庁外へ持ち出

し、複製し、移転してはならず、また、知り得た個人情報等を第三者に漏えいしてはなら

ない。なお、受注者は、事前に書面により発注者の承諾を得た場合であっても、個人情報

等を庁外へ持ち出す際には、暗号化するなどセキュリティ対策を十分に実施すること。 

 

１１ 業務引継・業務調整 

発注者と受注者間の業務引継及び業務調整については、以下のとおりとする。 

①業務の実施内容については、本仕様書及び受注者が発注者に提出した企画提案書を基

本に、発注者及び受注者で協議のうえ、業務運営開始までに決定するものとする。なお、

対象債権等ごとに発注者の所管課が異なるため、受注者は、契約締結後の業務調整を複数

の所管課と業務運営開始までに行うこととなる。 

②受注者は、契約締結後、速やかに引継計画書を提出し、前契約の受注者から、発注者が

指定する期間で業務引継を受けること。また、受注者は、自己の負担と責任において従事

者の確保及び研修を行い、業務運営開始時において本委託業務を円滑に遂行することが

できるよう万全の準備を行うこと。 

③契約の終了時（契約解除により契約が終了した場合を含む。）には、受注者は、本委託

業務が引き続き円滑に遂行されるよう、次期受注者が決定次第、速やかに発注者と十分に

協議したうえ、適切な引継ぎを発注者が指定する期間で行うこと。 

 

１２ 委託料減額基準（契約書第６条関係） 

（１）夜間・休日稼働日数基準 

下表に定める各年度の稼働日数を下回った場合、下回った日数１日につき月額委託

料（税抜）の１％相当額を各年度の最終の月額委託料から減額する。ただし、システム

障害、災害等、発注者の指示又は予見しがたい事情等により業務の実施が不可能となっ

た場合の取扱いについては、発注者及び受注者で協議のうえ決定する。 

【稼働日数】 

年  度 
夜間 

稼働日数 

休日 

稼働日数 

令和６年度：令和６年１０月１日～令和７年３月３１日 ５０日 ６日 

令和７年度：令和７年 ４ 月１日～令和８年３月３１日 １００日 １２日 
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令和８年度：令和８年 ４ 月１日～令和９年３月３１日 １００日 １２日 

令和９年度：令和９年 ４ 月１日～令和９年９月３０日 ５０日 ６日 

 

（２）遅延日数基準 

受注者が処理期限内に委託業務を完了することが困難となり、発注者及び受注者が

協議のうえ処理期限を延長した場合において、委託業務の完了日が延長された処理期

限を経過したときは、次に定める超過日数１日につき月額委託料（税抜）の２％相当額

を各年度の最終の月額委託料から減額する。 

超過日数＝「延長された処理期限の翌日から完了日までの日数を年度別に合計した

日数」－「下表に定める年度別基準日数」 

【基準日数】 

年  度 基準日数 

令和６年度：令和６年１０月１日～令和７年３月３１日 ９日 

令和７年度：令和７年 ４ 月１日～令和８年３月３１日 １８日 

令和８年度：令和８年 ４ 月１日～令和９年３月３１日 １８日 

令和９年度：令和９年 ４ 月１日～令和９年９月３０日 ９日 

 

（３）重大なクレーム、事故の発生 

受注者の業務に起因（誤勧奨、誤処理等）する重大なクレーム、市民サービスに影響

する事故（個人情報漏えいにつながるインシデント等含む。）が発生した場合、１件に

つき月額委託料（税抜）の１０％相当額を当該事故解決の翌月の月額委託料から減額す

る。 

 

１３ その他 

①受注者は、本契約書及び本仕様書のほか、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）そ

の他関係法令等を遵守しなければならない。 

②本委託業務により作成、補正、改編等された業務運用マニュアル、トークスクリプト、

その他のドキュメント、プログラム、Excel マクロ等の著作権は、発注者に帰属する。個

人情報に関する事項が含まれない場合の使用権は、発注者受注者双方に属する。個人情報

に関する事項が含まれる場合の使用権は、発注者のみとする。 

③受注者は、天災等のやむを得ない場合を除き、発注者が指定した処理期限に遅滞するこ

となく本委託業務の目的を達成するとともに、完了報告を日報等により提出するものと

する。 

④発注者は、受注者に対して本委託業務の履行状況等、発注者が必要とすることに関して、

発注者及び受注者で協議のうえ、事前に定めた時期・方法（書面、口頭）により報告を求
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めることができる。 

⑤受注者は、感染症対策に用いる消毒用アルコール、空気清浄機、その他設備を自らの負

担により用意するものとする。また、受注者は、従事者が発注者の指定する感染症を発症

したときは、速やかに発注者へ通知するものとする。 

⑥本業務委託は、豊中市長、豊中市教育長及び受注者の三者で契約を締結する。 

⑦本仕様書に定めのない事項については、発注者及び受注者で協議のうえ定めるものと

する。 


